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第１章 申請の概要                      
 
１ 資格審査申請について 

令和６年度におけるさいたま市（さいたま市水道局を含む。以下同じ。）が発注する次に掲げる

特定調達契約の一般競争入札及び指名競争入札（以下「競争入札」という。）に参加しようとする

者は、申請の区分に応じた競争入札参加資格の審査を受け、特定調達契約に係る競争入札参加資

格者名簿（以下「名簿」という。）に登載される必要があります。 

なお、令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿に登載されている者については、名

簿に登載されたものとみなします。 

 

【契約の種類】 【申請の区分】 

 建設工事の請負 建設工事 

 設計、調査及び測量業務 設計・調査・測量 

 土木施設の維持管理業務 土木施設維持管理 

 

２ 参加資格申請要件 
⑴ 申請者の資格 

次のいずれかに該当する者は、申請できません。 
ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の４第

１項（施行令第１６７条の１１第１項において準用する場合を含む。）に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項（施行令第１６７条の１１第１項において準用する場合を含

む。）の規定によりさいたま市の競争入札に参加させないこととされた者 

ウ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）がその事業活動を支配している場合、そ

の他暴力団員との関係が特に認められる場合であって、さいたま市長及びさいたま市水道事

業管理者が不適格であると認める者 

エ 国税（消費税及び地方消費税並びに法人にあっては法人税、個人事業主にあっては申告所

得税及び復興特別所得税）について未納がある者又はこれに未納があり分割納付中である者 

オ 地方税（法人にあっては法人市民税、個人事業主にあっては個人市民税。ただし、さいた

ま市内に営業所等を有する場合等に限る。）について未納がある者又はこれに未納があり分

割納付中である者 

カ 令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿に登載されている業種又は業務分類に

ついて、資格審査を受けようとする者 

⑵ 「建設工事」に関する申請者の資格 

申請日現在、次の要件を満たしていなければなりません。 

ア 申請する業種について、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規定によ

る建設業の許可を受けていること（代理人を置く事業所が申請する場合は、その事業所で建

設業の許可を受けていること。）。 

イ 申請する業種について、建設業法第２７条の２３第１項の規定による経営に関する客観的

事項の審査（以下「経営事項審査」という。）（申請日現在において審査基準日から１年７か

月以内（ただし、有効期間の延長が認められている場合はその満了日まで。）で有効なもの）

を受けていること。 

ウ 健康保険、厚生年金保険、雇用保険（以下「社会保険等」という。）に加入していること。 

(ア) 社会保険等の加入状況は、経営事項審査の総合評定値通知書の写しのその他の審査項目

（社会性等）欄で確認します。全ての社会保険等の加入状況が「有」又は「除外」の場合

は、社会保険等に加入しているものとします。いずれかの社会保険等の加入状況が「無」

となっている場合は、社会保険等に未加入であるものとします。 
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(イ) 上記(ア)で社会保険等に未加入としたものであっても、経営事項審査申請後に社会保険等

に加入し、次のａからｃに掲げる書類を提出した場合は、社会保険等に加入しているもの

とします。 

 

ａ 健康保険（領収書の写しは、最新のものに限る。） 

 

加入先 確認資料 

年金事務所 年金事務所の保険料領収書の写し 

健康保険組合 健康保険組合発行の保険料領収書の写し 

建設業関係の国民健康保険組合 なし（※欄外参照） 

 

※年金事務所で健康保険被保険者適用除外承認を受けて建設業関係の国民健康保険組合

に加入している場合、健康保険は適用除外となります。この場合は、年金事務所発行の

厚生年金保険料の領収書で健康保険料が０円になっていることを確認します。 

 

ｂ 厚生年金保険（領収書の写しは、最新のものに限る。） 

加入先 確認資料 

年金事務所 年金事務所の保険料領収書の写し 

 

健康保険及び厚生年金保険の加入先が両方とも年金事務所の場合、領収書はひとつなの

で１部提出してください。加入直後で領収書が未到達の場合は、被保険者標準報酬決定通

知書の写し（直近のものに限る。）又は適用通知書の写しを提出してください。 

 

ｃ 雇用保険（領収書の写しは、最新のものに限る。） 

納付方法 確認資料 

ハローワークに直接申告納付 
労働（雇用）保険の保険料申告書の写し 

又は領収書の写し 

労働保険事務組合に委託している

場合 

事務組合発行の保険料納入通知書の写し

又は領収書の写し 

 

上記の確認資料が用意できない場合は、事務組合発行の加入証明書等を提出してくださ

い。 

加入直後で確認資料が未到達等の場合は、次の(ａ)から (ｃ)のいずれかを提出してください。 

(ａ) 雇用保険加入済確認願の原本 

(ｂ) 雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）の写し 

(ｃ) 雇用保険適用事業所設置届事業主控の写し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2



エ 次に掲げる４業種の「受注希望工事」を希望する場合は、必要な届出を行っている、又は

資格等を有していること。 

 

業種名 
受注希望 

工事分類 

資格情報を証明 

する書類 

様式Ｃ－２「資格情報」欄 

の記入内容 
記入例 

電気 

工事業 

総合電気設備 

工事 電気工事業の業務の適正

化に関する法律（昭和４５

年法律第９６号）に基づく

電気工事業開始届等の「届

出受理通知書」等（※１） 

電気工事業の業務の適正化に

関する法律に基づく電気工事

業開始届等の「届出受理通知

書」の届出番号又は「通知受理

通知書」の通知番号 

埼玉県知事 

０００００ 

発電変電設備 

工事 

電気設備工事 

信号設備工事 

管工事業 浄化槽工事 

埼玉県知事に提出した「特

例浄化槽工事業者届出書」

（表面と裏面）（※２） 

届出書の記載事項に変更

がある場合は併せて「特例

浄化槽工事業者届出事項

変更届出書」（※２） 

埼玉県知事に提出した「特例浄

化槽工事業者届出書」の届出番

号 
埼玉県知事 

１１１１１ 

電気通信 

工事業 

有線電気通信 

工事 

電気通信事業法（昭和５９

年法律第８６号）に基づく

「工事担任者資格者証（ア

ナログ第１種、ＡＩ第１

種、第１級アナログ通信、

アナログ第２種、ＡＩ第２

種、総合種、又はＡＩ・Ｄ

Ｄ総合種、総合通信）」 

電気通信事業法に基づく「工事

担任者資格者証（アナログ第１

種、ＡＩ第１種、第１級アナロ

グ通信、アナログ第２種、ＡＩ

第２種、総合種、又はＡＩ・Ｄ

Ｄ総合種、総合通信）」の資格

者証番号 
ＡＵ００Ａ

１２３４５ 

データ通信設

備工事 

電気通信事業法に基づく

「工事担任者資格者証（デ

ジタル第１種、ＤＤ第１

種、第１級デジタル通信、

デジタル第２種、ＤＤ第２

種、総合種、又はＡＩ・Ｄ

Ｄ総合種、総合通信）」 

電気通信事業法に基づく「工事

担任者資格者証（デジタル第１

種、ＤＤ第１種、第１級デジタ

ル通信、デジタル第２種、ＤＤ

第２種、総合種、又はＡＩ・Ｄ

Ｄ総合種、総合通信）」の資格

者証番号 

消防施設 

工事業 

水消火設備工

事 

消防法（昭和２３年法律１

８６号）に基づく甲種第１

類消防設備士の免状 

消防法に基づく甲種第１類消

防設備士の免状の交付番号 

埼玉県知事 

３３３３３ 

泡消火設備工

事 

消防法に基づく甲種第２

類消防設備士の免状 

消防法に基づく甲種第２類消

防設備士の免状の交付番号 

不燃性ガス消

火設備工事 

消防法に基づく甲種第３

類消防設備士の免状 

消防法に基づく甲種第３類消

防設備士の免状の交付番号 

粉末消火設備 

工事 

消防法に基づく甲種第３

類消防設備士の免状 

消防法に基づく甲種第３類消

防設備士の免状の交付番号 

火災報知設備 

工事 

消防法に基づく甲種第４

類消防設備士の免状 

消防法に基づく甲種第４類消

防設備士の免状の交付番号 

避難設備工事 
消防法に基づく甲種第５

類消防設備士の免状 

消防法に基づく甲種第５類消

防設備士の免状の交付番号 

排煙設備工事 
消防法に基づく甲種第４

類消防設備士の免状 

消防法に基づく甲種第４類消

防設備士の免状の交付番号 
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※１ 電気工事業開始届等の「届出受理通知書」等に関する問合せ先 

・ 埼玉県内にのみ営業所がある場合 

埼玉県危機管理防災部化学保安課火薬・電気担当 電話０４８－８３０－８４３５ 

・ 加須市、久喜市、日高市、吉見町のいずれか 1 つの市町のみに営業所がある場合 

窓口が市町になることがあるので、直接該当市町の担当課にお問合わせください。 

・ ２以上の都道府県に営業所があり、かつ、営業所が全て一つの産業保安監督部の管轄内にあ

る場合 

経済産業省関東東北産業保安監督部電力安全課 電話０４８－６００－０３８８（代） 

・ ２以上の都道府県に営業所があり、かつ、営業所が複数の産業保安監督部の管轄にある場合 

経済産業省商務情報政策局産業保安グループ電力安全課  

電話０３－３５０１－１５１１（代） 

 

※２ 「特例浄化槽工事業者届出書」等に関する問合せ先 

・ 埼玉県県土整備部建設管理課建設業担当 電話０４８－８３０－５１７６ 

（浄化槽工事を申請する場合は、申請する事業所で届出をしている必要があります。） 

 

※ 前表以外の資格については、資格を証明する書類を提出する必要はありません。 

【提出を要しない例】（○級（種）は、１級（種）、２級（種）を示す） 

・ 土木（建築、電気、管、造園）工事業を希望する場合の「○級土木（建築、電気、管、造園）

施行管理技士」資格証の写し 

・ 建築工事業を希望する場合の「○級建築士」資格証の写し 

・ 電気工事業を希望する場合の「第○種電気工事士」資格証の写し 

・ 管工事業を希望する場合の「給水装置工事主任技術者」資格証の写し 

 

⑶ 「設計・調査・測量」に関する申請者の資格 

次の業務は、申請する事業所で登録が必要となります。 

ア 測量業務について、測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５５条第１項の規定による登

録（測量業者登録） 

イ 建築関連コンサルタント業務について、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条

第１項の規定による登録（建築士事務所登録） 

⑷ 「土木施設維持管理」に関する申請者の資格 

健康保険、厚生年金保険、雇用保険に加入していること。 

ア 経営事項審査を受けている場合 

２⑵ウ(ア)に掲げる方法で確認します。 

イ 経営事項審査を受けていない場合 

２⑵ウ(イ)に掲げる書類の提出により確認します。 

⑸ 経常建設共同企業体（経常ＪＶ）として資格審査を受けようとする者は申請できません。 

 

３ 資格審査基準日 
⑴ 建設工事 

申請日現在、有効な経営事項審査の総合評定値通知書の審査基準日（通知書が複数ある場合

は、審査基準日が最新のもの） 

⑵ 設計・調査・測量、土木施設維持管理 

申請日直近の決算日（決算手続が終了したもの） 

 

４ 申請方法等 
⑴ 申請の際の留意事項 

ア 競争入札参加資格審査申請書等の記入漏れ、添付書類の不備や不足等があった場合は、名

簿に登載出来ません。書類提出の際は、手引や提出書類の内容を十分確認してください（必

ず該当年度の様式を使用してください。異なる年度の様式での申請は認められません。）。 

イ 提出された書類等は、いかなる場合であっても返却いたしませんので、あらかじめご了承

ください。 
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⑵ 競争入札参加資格審査申請書等の作成に関する注意事項 

ア 競争入札参加資格審査申請書は、日本語で作成してください。 

イ 競争入札参加資格審査申請書以外の添付書類等のうち、外国語で記入してあるものは、日

本語の訳文を付記又は添付してください。 

ウ 競争入札参加資格審査申請書以外の添付書類等のうち、金額欄については、出納官吏事務

規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する外国貨幣換算率により日本国通貨

に換算し、記入又は作成してください。 

⑶ 申請方法 

原則、持参による申請とします。 

ア 受付場所 

(ア) さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部契約課 

(イ) さいたま市浦和区常盤６－１４－１６ さいたま市水道局業務部管財課 

イ 受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く。） 

 

５ 参加資格審査結果の通知 
審査結果は、封書で郵送します。なお、通知の再発行は行いません。 

 

６ 参加資格の有効期間 
資格認定の日から令和７年３月３１日まで 

 

７ その他 
⑴ 申請受理された後は、申請内容を変更出来ません。 

⑵ 申請内容は、さいたま市情報公開条例（平成１３年さいたま市条例第１７号）の「不開示情

報」に該当しない限り情報公開の対象になります。 

⑶ 名簿登載事項に変更があった場合、資格認定後に変更届等の提出が必要になる場合がありま

す。 
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提出部数は、申請業務にかかわらず１部のみです。

項
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持
管
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書　類　名 摘　　要

1 ○ ○ ○ 受付証

2 ○ ○ ○
競争入札参加資格審査申請書
-特定調達契約用-

3 ○ ○ ○
競争入札参加資格審査申請書
（基本共通情報）＜様式 Ｂ－１＞

4 ○ ○ ○
競争入札参加資格審査申請書
（基本個別情報）＜様式 Ｃ－１＞

5 ○ － －
建設工事請負共通情報
＜様式 Ｂ－２＞

6 ○ － －
建設工事請負個別情報
＜様式 Ｃ－２＞

7 － ○ －
設計・調査・測量共通情報
＜様式 Ｂ－３＞

8 － ○ －
設計・調査・測量個別情報
＜様式 Ｃ－３＞

9 － － ○
土木施設維持管理共通情報
＜様式 Ｂ－４＞

10 － － ○
土木施設維持管理個別情報
＜様式 Ｃ－４＞

11 ○ ○ ○ 委任状・使用印鑑届（様式Ｃ－５） ･１８ﾍﾟｰｼﾞ参照

12 ○ ○ ○
組合員名簿【様式Ｃ－６】
役員名簿【様式Ｃ－７】
（中小企業等協同組合等に限る）

・記入する組合員は全組合員を対象

13 ○ ○ ○
【法人のみ対象】
履歴事項全部証明書又は現在事項全
部証明書〈写し可〉

・申請受付日（本市で受付した日）前３か月以内に発行されたもの
で現状を反映しているものに限ります。
･法務局で発行しています。

14 ○ ○ ○

【法人のみ対象】
法人番号の確認資料（「国税庁法人番
号公表サイト」）の法人情報の画面を印
刷したもの

・「国税庁法人番号公表サイト
（https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/）」から商号又は名称・所
在地等で検索し、表示された法人情報の画面を印刷したものを提
出してください。

15 ○ ○ ○

【法人のみ対象】
納税証明書（その３の３ 「法人税」及
び「消費税及地方消費税」について未
納税額のない証明用）〈写し可〉

･税務署が発行したもので、申請受付日（本市で受付した日）前３
か月以内で現状を反映しているものに限ります。
･未納が無いことを証明できる納税証明書「その３の３」を提出して
ください。
･現在の住所地（納税地）を所轄する税務署で発行しています。証
明書の請求は、税務署窓口での待ち時間が短縮可能なオンライ
ン請求が利用できます。詳細は、ｅ－Ｔａｘホームページをご覧くだ
さい。
（https://www.e-tax.nta.go.jp/tetsuzuki/shomei_index.htm）
･新設の法人及び免税事業者も提出してください。
･連結納税の適用を受けている者については納税義務者（連結親
法人）の証明書も一緒に提出してください。
･納税証明書「その３」の場合でも、「法人税」と「消費税及地方消
費税」の両方で未納がないことの確認ができるものであれば可とし
ます。
・電子納税証明書（ＰＤＦ）を印刷したものでも可とします。
・新型コロナウイルス感染症の影響により納税証明書が取得でき
ない場合は「第５章　新型コロナウイルス感染症の影響による特例
について」をご覧ください。
・令和６年能登半島地震に被災され、国税の申告・納付等の期限
を延長されている場合は、契約課にお問い合わせください。

第２章　提出書類一覧

  第３章　申請書等の作成参照
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16 ○ ○ ○
【個人事業者のみ対象】
身分（元）証明書〈写し可〉

･申請受付日（本市で受付した日）前３か月以内に発行された代
表者のものに限ります。
･本籍地の市区町村で発行しています。

17 ○ ○ ○
【個人事業者のみ対象】
登記されていないことの証明書〈写し
可〉

･申請受付日（本市で受付した日）前３か月以内に発行された代
表者のものに限ります。
･成年被後見人、被保佐人及び被補助人でないことの証明書を
提出してください。ただし、申請者が被補助人の場合は、成年後
見人及び被保佐人でないことの証明書と、後見登記等ファイルに
記録されている登記事項証明書を提出してください。
･発行場所
１　全国の法務局・地方法務局（本局）の戸籍課（窓口）
 ※　埼玉県内は、さいたま地方法務局のみ
２　東京法務局民事行政部後見登録課（窓口又は郵送）
　　問合せ先：０３（５２１３）１３６０
（https://houmukyoku.moj.go.jp/tokyo/static/i_no_02.html）

18 ○ ○ ○

【個人事業者のみ対象】
納税証明書（その３の２ 「申告所得税
及復興特別所得税」及び「消費税及地
方消費税」について未納税額のない証
明用）〈写し可〉

･申請受付日（本市で受付した日）前３か月以内に発行されたもの
で現状を反映しているものに限ります。
･未納が無いことを証明できる納税証明書「その３の２」を提出して
ください。
･現在の住所地（納税地）を所轄する税務署で発行しています。証
明書の請求は、税務署窓口での待ち時間が短縮可能なオンライ
ン請求が利用できます。詳細は、ｅ－Ｔａｘホームページをご覧くだ
さい。
（https://www.e-tax.nta.go.jp/tetsuzuki/shomei_index.htm）
･新規開業の場合及び免税事業者も提出してください。
･納税証明書「その３」の場合でも、「申告所得税及復興特別所得
税」と「消費税及地方消費税」の両方で未納がないことの確認が
できるものであれば可とします。
・電子納税証明書（ＰＤＦ）を印刷したものでも可とします。
・新型コロナウイルス感染症の影響により納税証明書が取得でき
ない場合は「第５章　新型コロナウイルス感染症の影響による特例
について」をご覧ください。
・令和６年能登半島地震に被災され、国税の申告・納付等の期限
を延長されている場合は、契約課にお問い合わせください。

19 ○ ○ ○
【法人のみ対象】
さいたま市法人市民税納税証明書〈写
し可〉

・申請事業所の所在地に関わらず、さいたま市内に事業所を有
する場合に、提出してください。
・申請受付日（本市で受付した日）前３か月以内に発行されたもの
で現状を反映しているものに限ります。
・市税の証明書は、北部・南部市税事務所市税の総合窓口等で
発行しています。詳細について、さいたま市ホームページを必ず
ご確認ください。
（https://www.city.saitama.lg.jp/001/153/004/004/p007800.htm
l）
・申請日直前１年分の完納が証明できる法人市民税の納税証明
書を提出してください。
・さいたま市に事業所を開設してからまだ間がなく、１年分の完納
を証明できない場合は、証明可能な期間の法人市民税の納税証
明書を提出してください。
・さいたま市に事業所を開設してから一度も事業年度が終了して
いない場合は、さいたま市に提出した法人の設立（設置）変更等
申告書（控）（受理印のあるもの）の写しを提出してください。電子
申請を行っている場合は、申告書の写しと受付を確認できる画面
を印刷したものを提出してください。
・法人市民税の減免を受けている場合は、法人市民税均等割減
免決定通知書の写しを提出してください。
・税目が「市民税・県民税（特別徴収）」の納税証明書は提出書類
の対象ではありません。
・新型コロナウイルス感染症の影響により納税証明書が取得でき
ない場合は「第５章　新型コロナウイルス感染症の影響による特例
について」をご覧ください。
・令和６年能登半島地震に被災され、市税の申告・納付等の期限
を延長されている場合は、契約課にお問い合わせください。
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20 ○ ○ ○

【個人事業者のみ対象】
さいたま市個人市民税・県民税納税証
明書又は所得・課税（非課税）証明書
〈写し可〉

・申請受付日（本市で受付した日）前３か月以内に発行されたもの
で現状を反映しているものに限ります。
・市税の証明書は、北部・南部市税事務所市税の総合窓口等で
発行しています。詳細について、さいたま市ホームページを必ず
ご確認ください。
(https://www.city.saitama.lg.jp/001/153/004/004/p007800.html
）
・個人事業主の代表者がさいたま市内に住所を有する場合に、提
出してください。
・代表者の１年分の完納が確認できる直近の個人市民税・県民税
の納税証明書を提出してください。個人市民税・県民税が非課税
の場合は、「所得・課税（非課税）証明書」を提出してください。
・新型コロナウイルス感染症の影響により納税証明書が取得でき
ない場合は「第５章　新型コロナウイルス感染症の影響による特例
について」をご覧ください。
・令和６年能登半島地震に被災され、市税の申告・納付等の期限
を延長されている場合は、契約課にお問い合わせください。
※令和６年度（令和５年分の所得）分を提出する場合は、個人市
民税・県民税及び森林環境税の完納が確認できる又は非課税で
ある証明書を提出してください。

21 ○ － －
経営事項審査の総合評定値通知書の
写し

・申請日現在有効なもので、複数ある場合は最新のもの。
　（総合評定値通知書の有効期間は、審査基準日から１年７か月
です。ただし、有効期間の延長が認められている場合はその満了
日まで。）
※電子申請で公印が無い場合は、ＪＣＩＰの申請・届出内容画面を
印刷したものを併せて提出してください。

22 ○ － ○ 社会保険等の加入確認資料の写し

【次の場合のみ対象】
・経営事項審査の総合評定値通知書で社会保険等が「無」の場
合。
・経営事項審査を受けておらず、土木施設維持管理を申請する
場合。
※２ページ参照
・新型コロナウイルス感染症の影響により加入確認資料の提出が
できない場合は「第５章　新型コロナウイルス感染症の影響による
特例について」をご覧ください。

23 ○ － －
建設業許可通知書の写し又は建設業
許可証明書〈写し可〉

・申請日現在で有効な全ての業種を含む許可通知書（証明書）を
提出してください。
・許可通知書（証明書）の商号・代表者等が現状と異なる場合、行
政庁の受理印が押されている変更届等の写しを提出してくださ
い。
・提出した経営事項審査の総合評定値通知書（写）と許可番号・
許可区分（般・特）が違う場合は、一致する許可通知書（証明書）
も添付してください。
※電子申請で受理印が無い場合は、ＪＣＩＰの申請・届出内容画面
を印刷したものを併せて提出してください。
※　更新中の場合は、更新前の許可通知書（証明書）と行政庁の
収受印が押されている更新申請書の写しを提出してください。

24 ○ － －

建設業許可に係る申請書類の写し

①建設業許可申請書（様式第１号）
②営業所一覧表（別紙二）
③建設業法施行令３条に規定する使用
人の一覧表（様式第１１号）

・申請日現在で有効な全ての業種・許可区分（般・特）を含む申請
書を提出してください。（新規・更新、業種追加、般・特新規）
・①は許可行政庁の受理印が押されているものに限ります。受理
印が表紙に押されている場合は表紙も必要です。
・主たる営業所で申請する場合、③は不要です。

※電子申請で受理印が無い場合は、ＪＣＩＰの申請・届出内容画面
を印刷したものを提出してください。
※更新中の場合は、更新前の許可通知書（証明書）と更新申請
書（行政庁の受理印が押されているもの）の写しを提出してくださ
い。
※建設業許可の申請内容（商号・代表者・所在地等）に変更が
あった場合は、建設業許可の変更届出書（様式第２２号の２）、廃
業届（様式第２２号の４）（どちらも行政庁の受理印が押されている
もの）の写しも提出してください。
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25 ○ － －
資格情報を証明する書類の写し
（建設工事）

・該当工事を希望する場合、提出してください。
・該当工事及び提出書類については３ページの表を参照。変更
がある場合は、変更届の写しの提出も必要です。

26 － ○ －
登録状況を証明する書類の写し
（設計・調査・測量）

・登録がある場合、提出してください。
・測量業務及び建築関連コンサルタント業務については、申請事
業所が登録されていることがわかるもの。
･該当業務及び提出書類については、１４ページの表を参照。変
更がある場合は、変更届の写しの提出も必要です。

27 ○ ○ ○ 誓約書（様式Ｄ－３）
･申請業務にかかわらず、全ての方が提出してください。
･１８ﾍﾟｰｼﾞ参照

28 ○ － －
資本関係・人的関係調書
（様式Ｄ－５）

・自社と資本関係又は人的関係にある会社等で、令和５・６年度さ
いたま市競争入札参加資格審査申請（建設工事）若しくは令和６
年度さいたま市特定調達契約に係る競争入札参加資格審査申
請（建設工事）を行った、又は、行う予定のある他の会社がある場
合は提出してください。
･１８ﾍﾟｰｼﾞ参照

29 ○ ○ ○ その他 必要と認める書類
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第３章 申請書等の作成                     

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 受付証について 

上部・下部の「商号又は名称」欄それぞれに、商号等を記入してください。 

 

２ 競争入札参加資格審査申請書（基本共通情報）＜様式Ｂ－１＞について 

※ 情報は全て左詰で記入し、間に空欄を入れないでください。ただし「実績情報」欄は右詰で記入

してください。 

 

⑴ 日付は、申請する日を記入してください。 

⑵ 「商号等」欄について 

ア 「法人又は個人の区分」欄は、該当する項目にチェックを付けてください。 

イ 「商号又は名称（カナ）」欄及び「フリガナ」欄は、全て大文字の”カタカナ”で記入してくだ

さい。 

 

例： （誤） ショウカ  →  （正） シ ヨ ウカ 

 

なお、法人の種類を表す名称（例：「カブシキガイシヤ」等）は省略してださい。 

 

ウ 「商号又は名称」欄の、法人の種類を表す文字には、省略せずに記入してください。 

・ （株） → 株式会社   ・ （有）  → 有限会社 

 ・ （資） → 合資会社   ・ （名）  → 合名会社 

 ・ （合） → 合同会社   ・ （協組） → 協同組合 

 ・ （業） → 協業組合   ・ （企）  → 企業組合  など 

 

エ 「代表者役職名」欄には、法人の場合は履歴（現在）事項全部証明書どおりの役職名を記入し、

個人事業者の場合は“ 代表者 ”と記入してください。 

 

 

 

 

＜全体として＞ 

競争入札参加資格審査申請書等は、黒のペン又は黒のボールペンを使用し、楷書ではっきりと記

入してください。パソコン等で作成の場合は、黒字で作成してください。なお、書き直すことのできる筆

記具（鉛筆・シャープペンシル・消すことのできるペン等）は使用しないでください。 

＜標準様式を使用した申請について＞ 

様式 Ｂ－１、Ｂ－２、Ｂ－３、及びＢ－４につきましては、標準様式を使用した申請が可能です。その

他の様式につきましては、市指定様式集の様式を使用してください。 

なお、標準様式での申請の場合、追加で書類の提出をお願いすることがあります。 
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⑶ 「申請事業所情報」欄について 

ア 「申請事業所情報」欄については、事業所等（例：支店）へ業務を委任する場合は、その事業

所等の情報を記入し、主たる営業所（本店等）で申請する場合は、主たる営業所の情報を記入

してください。 

イ 「事業所名」欄については、次のとおり記入してください。 

(ア) 本店、本社で申請する場合 ……… “ 本店 ” 

(イ) 代理人（支店等）の場合 ………… “ ○○支店 ”“ ○○営業所 ”等 

    ※建設工事を支店等で申請する場合、原則、建設業許可上の名称と一致させてください。 

(ウ) 本店内で代理人を選定する場合 … “ ○○部 ”等 

※ 契約権限を代表取締役ではなく、本店内の取締役や○○部長などに委任する場合 

ウ 「字等」欄については、所在地の「丁目」、「番」、「号」、「番地」は、“ －（ハイフン） ”を

用いて記入してください。「大字」は省略してください。 

 

例： 浦和区常盤６丁目４番４号 → 浦和区常盤  ６－４－４ 

 

エ 「申請事業所の代表者役職名」欄については、事業所等へ業務を委任する場合は、その役職名

を記入し、本店で業務を行う場合は、前記⑵エに従って記入してください。 

オ 「代表者氏名」の「フリガナ」欄については、前記⑵イに従って記入してください。 

カ 「電子メールアドレス」は、申請事業所で使用する電子メールアドレスを記入してください。 

⑷ 「本店又は主たる営業所の所在地」欄について 

ア この欄は、本店の情報を記入してください。 

(ア) 建設工事 

登記上の所在地と建設業法上の主たる営業所（本店）の所在地が異なる場合は、建設業法上

の主たる営業所（本店）の所在地を記入してください。 

(イ) 建設工事以外 

登記上の所在地と本店の所在地が異なる場合は、本店の所在地を記入してください。ただし、

法人として｢建設工事｣も同時に申請する場合は、前述の「建設工事」に従って記入してくださ

い。 

イ 「字等」欄については、前記⑶ウに従って記入してください。 

⑸ 「申請事務担当者」欄について 

ア この申請の内容に係る質問等に応答できる方の氏名等を記入してください。 

イ 行政書士が申請代理人である場合は、「行政書士氏名」欄に氏名を、その下の「電話番号」、「フ

ァクシミリ番号」及び「電子メールアドレス」欄に行政書士の電話番号、ファクシミリ番号及び

電子メールアドレスを記入し、「行政書士押印欄」に押印してください。 

⑹ 「実績情報」欄について 

ア 『建設工事』のみ申請する場合 

申請日現在有効な経営事項審査の審査基準日（有効な審査基準日が複数ある場合は審査基準日

が直近のもの）の金額及び年数を記入してください。 

イ 『設計・調査・測量』・『土木施設維持管理』を申請する場合 

(ア) 「資本金」欄及び「自己資本額」欄については、直近の決算（決算手続きが完了したもの）

の金額を記入してください。 

(イ) 「営業年数」欄は、直近の決算日（決算手続きが完了したもの）において、申請業務のうち、

営業年数の長いもの（ただし、休業等の期間を除く）を記入してください。 

ウ 『建設工事』を含む複数の業務を申請する場合 

(ア) 「資本金」欄及び「自己資本額」欄については、直近の決算（決算手続きが完了したもの）

の金額を記入してください。 
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 (イ) 「営業年数」欄は、前記⑹アとイを比べて、営業年数の長いもの（休業等の期間を除く。）

を記入してください。 

 

３ 競争入札参加資格審査申請書（基本個別情報）＜様式Ｃ－１＞について 

⑴ 「納税」欄について 

ア 申請日現在での納付状況について、該当する項目にチェックを付けてください。課税対象外の

場合は、「未納なし」にチェックを付けてください。 

イ 対象税目 

(ア) 法人税（又は所得税）及び消費税・地方消費税の納税状況 

(イ) 法人市民税（又は個人市民税）の納税状況（さいたま市内に事業所を有する場合のみ） 

ウ 前記イの税目のいずれかに未納がある場合は、申請は受け付けませんので、ご注意ください。

（未納があり、分割納付をしている方についても申請できません。） 

エ 納税証明書を提出してください（６～９ページの提出書類一覧参照）。 

⑵ 「予備欄」欄について 

履歴（現在）事項全部証明書に記載されている本店所在地（個人事業者の場合は、住民登録上の

住所）と、主たる営業所（本店）の所在地が異なる場合のみ、履歴（現在）事項全部証明書に記載

されている所在地（個人事業者の場合は、住民登録上の住所）を記入してください。 

 

４ 建設工事請負共通情報＜様式Ｂ－２＞について 

⑴ 「許可番号」欄について 

申請日現在有効な建設業許可番号を記入してください。 

⑵ 「監理技術者数」欄について 

申請日現在、直接的かつ恒常的な雇用関係にある者で、一般財団法人建設業技術者センターから

“ 監理技術者資格者証 ”の交付を受けた方の人数（有効期限内であること）を記入してくださ

い。 

※ 人数は、法人全体の人数を記入してください。事業所の人数ではありません。 

⑶ 「建設業労働災害防止協会加入の有無」欄について 

申請日現在で加入している場合に対象となります。 

加入している場合は“有り”に、加入していない場合は“無し”にチェックを付け、加入してい

る場合は、建設業労働災害防止協会加入証明書（写し可）を提出してください。 

⑷ 「審査基準日」欄について 

今回申請する際に提出する経営事項審査の総合評定値通知書の審査基準日を記入してください。 

経営事項審査の総合評定値通知書の有効期限は、審査基準日から１年７か月まで（ただし、有効

期間の延長が認められている場合はその満了日まで。）です。また、申請日現在有効な経営事項審

査の総合評定値通知書が複数ある場合は、最新の審査基準日の通知書を採用します。 

 

※ 重 要 

 

 

 

 

 

 

 

  申請日現在、有効な経営事項審査の総合評定値通知書が提出できない場合は、申請を受理しませ

ん。（仮受付は行いません） 
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５ 建設工事請負個別情報＜様式Ｃ－２＞について 

⑴ 「業種名」欄について 

２１～２６ページの＜別表１＞『建設工事』業種コードの「業種」欄を参照し、申請する業種名

を記入してください。 

 

※ 重 要 

 

 

 

⑵ 「工事名」欄について 

 

 

⑵ 「工事名」欄について 

２１～２６ページの＜別表１＞『建設工事』業種コードの「受注希望工事分類」欄を参照し、受

注希望する工事分類名を記入してください。 

⑶ 「実績高割合」欄について 

ア 経営事項審査を受けた業種の完成工事高を「工事名」欄に記入した各工事に割合を振り分けて

ください。 

イ 前記⑶アで振り分けた割合を希望する工事名に記入してください。希望する工事名に該当しな

い工事は、『希望しない工事』にその割合を記入してください。 

※ 工事名ベースで詳細な実績がわからない場合は、実績を概算により按分して、合計が“ １０

０％ ”となるように記入してください。 

ウ 申請する業種名ごとの実績高割合の合計は、各業種で“ １００％ ”になります。なお、「工事

名」の欄に記入する工事の実績高割合が“ ０％ ”でも申請希望は可能です。 

エ 工事の種類を特定できない場合には、工事内容により主な工事に計上するか、又は按分してそ

れぞれの工事に計上してください。 

オ 経営事項審査で売上げ実績がない業種名を申請する場合、希望する各工事名の実績高割合は

“ ０％ ”と記入してください。「希望しない工事」、「割合合計」も“ ０％ ”と記入してくださ

い。 

⑷ 「資格情報」欄について 

第１章２⑵エに示される工事の受注を希望するときは、第１章２⑵エの表の記入例のとおり記入

してください。なお、資格取得者が複数いる場合は、１人分（主な方）の情報を記入し、その資格

情報（届出書等）の写しを提出してください。 

 

※ 重 要 

 

 

 

 

 

○ 建設業許可を受けていない業種は申請できません。 

○ 経営事項審査を受けていない業種は申請できません。 

○ 一度申請した業種を変更することはできません。 

 資格情報等の記入及び書類の提出がない場合、申請はできません。 
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６ 設計・調査・測量共通情報＜様式Ｂ－３＞について 

 ⑴ この様式は“会社”としての情報を記入してください。 

⑵ 「１ 登録情報」について 

ア 「登録状況」欄については、申請日現在、申請が行える業務として登録しているときは“有り”、

登録していないときは“無し”にチェックを付けてください。 

なお、“有り”にチェックを付けた部門について、６⑵イの記入例に従い「登録番号」欄及び

「登録機関名」欄を記入してください。 

また、登録情報確認のため、各登録情報を証明する書類の写しを提出してください（土地家屋

調査士については、登録情報の記入は不要ですが、登録情報を証明する書類の提出は必要です。）。 

 

 

イ 登録は、以下の一覧のものとなります。 

 

登録名称 登録情報を証明する書類 登録機関名 
資格の有無による 

申請の可否 

測量業者登録 

測量法第５５条の５の規

定に基づく測量業者とし

ての登録通知等（※１） 

国土交通大臣 

（地方整備局長） 

申請する事業所で

登録が必要 

建築士事務所登録 

（建築関連コンサルタント） 

建築士法第２３条の３の

規定に基づく登録通知等

（※２） 

指定事務所 

登録機関 

申請する事業所で

の登録が必要 

（※２） 

地質調査業者登録 

地質調査業者登録規程第

５条の規定に基づく登録

通知等 

国土交通大臣 

（地方整備局長） 

登録がなくても申

請可能 

補償コンサルタント登録 

補償コンサルタント登録

規程第５条の規定に基づ

く登録通知等 

国土交通大臣 

（地方整備局長） 

登録がなくても申

請可能 

建設コンサルタント登録 

建設コンサルタント登録

規程第５条の規定に基づ

く登録通知等 

国土交通大臣 

（地方整備局長） 

登録がなくても申

請可能 

土地家屋調査士登録 

土地家屋調査士連合会発

行（申請日前３か月以内の

発行）の土地家屋調査士登

録証明書（※３） 

日本土地家屋 

調査士連合会 
登録が必要 

 

※１ 測量業務を申請する場合は、「測量業者登録通知」及び登録行政庁の受理印がある「測量業者登

録申請書（第一面と別紙）」を提出してください。 

※２ 建築関連コンサルタント業務を申請する場合は、「建築士事務所登録通知書（申請する事業所で

登録を受けていることが分かるもの）」を提出してください。 

※３ 次のいずれかを商号又は名称に含む場合にのみ申請することができます。 

ア 土地家屋調査士事務所 

イ 土地家屋調査士法人 

ウ 社団法人〇〇〇公共嘱託登記土地家屋調査士協会 
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※ 注 意 

 

 

 

 

 

 

例）申請事業所 ：○○工業（株） 浦和支店 

  登録業務  ：測量業者登録（浦和支店として登録がある） 

         建築士事務所登録（浦和支店として登録がある） 

 

 ・ 測量業登録の記入例 

   第１２３５５号 （浦和支店） 

 

 ・ 建築士事務所登録の記入例 

   第１２３４５号 （浦和支店） 

  

 

※ 登録番号は、次の例に準じて記入してください。 

・ 測 量 業 者 登 録 → 第××○○号（本店又は○○支店等） 

・ 建 築 士 事 務 所 登 録 → 第○△△○号（本店又は○○支店等） 

・ 地 質 調 査 登 録 → 質○○第××△△号 

・ 補償コンサルタント登録 → 補○○第○○××号 

・ 建設コンサルタント登録 → 建○○第×○○△号 

※ 登録機関名は、次の例に準じて記入してください。 

「国土交通省関東地方整備局」、「埼玉県知事」等 

※ 失効している情報は記入しないでください。 

 

ウ 「登録・更新年月日」欄は西暦で記入してください。 

⑶ 「２ 職員数」欄について 

審査基準日（直近の決算日で、決算手続きが完了しているもの）現在の会社全体の情報を記入し

てください。 

ア 「設計・調査・測量業務に係る常勤役員・使用人」欄について 

(ア) 「①技術職員」欄には、『設計・調査・測量』業務に係る技術職員の人数（実人数）を記入し

てください。なお、『設計・調査・測量』以外の業務（例：『建設工事』等）で申請している場

合、他業務に計上した人数は含めないでください。 

(イ) 「②その他」欄には、『設計・調査・測量』業務に係る技術職員以外（技術者以外の常勤役員、

不動産鑑定士、補償業務管理士等及び経理従事者など）の人数（実人数）を記入してください。

非常勤役員は、役員の人数に含めないでください。なお、『設計・調査・測量』以外の業務（例：

『建設工事』等）で申請している場合、他業務に計上した人数は含めないでください。 

イ 「④設計・調査・測量業務以外に係る常勤役員・使用人」欄には、『設計・調査・測量』以外の

業務（例：『建設工事』等）の申請がある場合や、『設計・調査・測量』業務に関連のない事業（例：

「販売」等）がある場合は、その合計人数（実人数）を記入してください。 

 

 

 測量業者登録及び建築士事務所登録については、申請する事業所名を登録番号の後ろに（ ）カッコ

書きで記入してください。   
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ウ 「年間平均業務実績高」欄には、『設計・調査・測量』業務に係る消費税抜きの実績高について、

２年間（２４か月）の平均を千円未満の端数を切捨てて、記入してください。 

⑷ 「３ 技術職員等（設計・調査・測量に係る常勤役員・使用人「２ 職員数①②」で計上した人

数の内訳）」について 

審査基準日現在の会社全体の技術職員の資格情報を記入してください（前記⑶アで計上した人数

の内訳となります。）。ただし、人数については、１人で複数の資格を持っている場合は、持ってい

る資格全てを計上してください（例：ある職員が技術士の「道路」と「測量士」の２つの資格を持

っている場合、それぞれの項目に「１」人を計上することになります。よって、資格区分ごとに、

延べ人数を記入することになります。また、合計職員数も延べ人数です。）。 

 

※ 重 要 

 

 

 

 

 

 

７ 設計・調査・測量個別情報＜様式Ｃ－３＞について 

※ 重 要 

 

 

 

 

 

 

⑴ 「１ 申請情報」について 

ア 申請する業務によって、資格の登録が必要なものがあります。 

イ 「資格審査申請の有無」欄は、今回申請を希望する業務は、“有り”に、申請を希望しない業

務は、“無し”にチェックを付けてください。 

⑵ 「２ 関連（系列）業者情報」について 

次に掲げる項目に該当する場合であり、その関連（系列）業者が、建設産業関連の業務（建設業

務、建設関係設計・調査・測量業務、土木施設維持管理業務）を行っているときに、その会社につ

いて４社まで記入してください。 

ア 他社の発行済株式総数の１００分の５０以上を有しているとき 

イ 他社の出資総額の１００分の５０以上を有しているとき 

ウ 他社の代表権を有している役員がいるとき 

エ 特別な提携関係のある他社があるとき 

⑶ 「３ 希望業務」欄について 

ア 「実績割合」欄については、審査基準日（直近の決算で、決算手続きが終了しているもの）か

らさかのぼって２年間（２４か月）の実績を記入してください。 

業務分類名ベースで詳細な実績がわからない場合は、実績を概算により按分して、合計が１０

０％となるように記入してください（『設計・調査・測量』業務としての売上げ実績がない場合は、

合計が“ ０％ ”となります。）。 

希望しない業務でも実績がある場合は、割合を記入してください。また希望している業務でも

実績がない場合は “ ０％ ”を記入してください。 

○ 法人が申請する場合は、会社全体の人数を記入してください（１法人で複数の事業所で申請する場

合は、全ての申請事業所のこの欄の数値は同じになります。）。 

○ １人の方が、同じ資格で等級の違う資格を取得している場合は、等級の上位の資格を記入してくださ

い。 

○ 測量業務及び建築関連コンサルタント業務を申請する場合は、申請事業所として登録されていなけれ

ば申請はできません。 

○ 他の事業所が申請した業務を重ねて申請できません。 

○ 一度申請した業務を変更することはできません。 
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イ 「希望」欄には、申請を希望する業務（詳細は、手引の２７・２８ページ＜別表２＞『設計・

調査・測量』業務コードを参照）に”有”を記入してください。 

ウ 「0000さいたま市内営業所の業務実績高の割合」欄には、審査基準日からさかのぼって２年間

（２４か月）の「設計・調査・測量業務に係る年間平均業務実績高」に占める「さいたま市内に

所在する営業所（本店も含む。）の年間平均業務実績高」の割合を記入してください。 

 

例） 本 店（川 越 市  ５０万）       

   Ａ支店（熊 谷 市  ３０万）       

   Ｂ支店（さいたま市  ２０万）      ２０万÷１００万 ＝ ２０％ 

          計  １００万        

 

８ 土木施設維持管理共通情報＜様式Ｂ－４＞について 

⑴ 「職員数表」欄について 

審査基準日（直近の決算日で、決算手続きが完了したもの）現在の会社全体の情報を記入してく

ださい。 

ア 「土木施設維持管理業務に係る常勤役員・使用人」欄について 

(ア) 「①技術職員」欄には、『土木施設維持管理』業務に係る技術職員の人数（実人数）を記入し

てください。なお、『土木施設維持管理』以外の業務（例：『建設工事』等）で申請している場

合、他業務に計上した人数は含めないでください。 

(イ) 「②その他」欄には、『土木施設維持管理』業務に係る技術職員以外（技術者以外の常勤役員、

経理従事者など）の人数（実人数）を記入してください。非常勤役員は役員の人数に含めない

でください。なお、『土木施設維持管理』以外の業務（例：『建設工事』等）で申請している場

合、他業務に計上した人数は含めないでください。 

⑵ 「年間平均業務実績高」欄について 

審査基準日（直近の決算日で、決算手続きが完了したもの）現在の会社全体の『土木施設維持管

理』業務に係る消費税抜きの実績高について、２年間（２４か月）の平均を千円未満の端数を切捨

てて、記入してください。 

 

９ 土木施設維持管理個別情報＜様式Ｃ－４＞について 

「申請情報」は、「道路」、「河川」、「苑地」及び「下水道」について、今回申請を希望する業務は“申

請する”に、申請を希望しない業務は“申請しない”にチェックを付けてください。 
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１０ 委任状・使用印鑑届＜様式Ｃ－５＞について 

⑴ 委任状として使用する場合 

ア 使用印鑑は次の３つのいずれかの方式で押印してください。 

なお、スタンプタイプの簡易印鑑（シャチハタ等）は使用できません。 

方式１ 役職印（支店長印、営業所長印等の役職名が入った印を指す）での押印 

※ 役職印を使用する場合は、代理人役職名と同一の役職印を使用してください。た

だし、営業所長で申請し、印鑑の役職名が「所長」程度の差異であれば、可としま

す。 

※ 申請書に記載のある役職名が、印影から読み取ることができない役職印は使用で

きません。 

方式２ 社印（角印）と個人の認印の２つの印鑑を併用しての押印 

方式３ 個人の認印での押印（個人事業者のみ） 

イ 代表者印は、実印を押印してください。 

⑵ 使用印鑑届として使用する場合 

使用印鑑は次の４つのいずれかの方式で押印してください。 

なお、スタンプタイプの簡易印鑑（シャチハタ等）は使用できません。 

方式１ 実印（代表者印）での押印 

方式２ 役職印（代表取締役印等の役職名が入った印を指す）での押印 

※ 役職印を使用する場合は、代表者役職名と同一の役職印を使用してください。ただ

し、代表取締役で申請し、印鑑の役職名が「社長」程度の差異であれば、可とします。 

※ 申請書に記載のある役職名が、印影から読み取ることができない役職印は使用でき

ません。 

方式３ 社印（角印）と個人の認印の２つの印鑑を併用しての押印 

方式４ 個人の認印での押印（個人事業者のみ） 

 

１１ 誓約書＜様式Ｄ－３＞について 

申請事業所ではなく、本店又は主たる営業所の住所、商号又は名称、代表者氏名を記入してくださ

い。 

 

１２ 資本関係・人的関係調書＜様式Ｄ－５＞について 

自社と資本関係又は人的関係にある他社の入札参加資格者名簿への登録又は申請状況を確認した

うえで、関係のある他社の情報等を記入してください。 

⑴ 「１ 資本関係に関する事項」については、自社から見て、「⑴ 会社法第２条第４号の規定に

よる親会社」、「⑵ 会社法第２条第３号の規定による子会社」、「⑶ ⑴の記載による親会社を同

じくする他の子会社」の情報をそれぞれ記入してください。 

⑵ 「２ 人的関係に関する事項」については、自社の役員が、他社の役員を兼ねている場合に、

自社における役職名及び氏名、関係する他社の商号・名称、所在地及び他社における役職名をそ

れぞれ記入してください。 

※ 「親会社」 

株式会社を子会社とする会社その他の当該株式会社の経営を支配している法人として法務省

令で定めるものをいう（会社法第２条第４号）。 
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※ 「子会社」 

会社がその総株主の議決権の過半数を有する株式会社その他の当該会社がその経営を支配し

ている法人として法務省令で定めるものをいう（会社法第２条第３号）。 

※ 「役員」 

「役員」とは次の者とする。 

ア 代表取締役 

イ 取締役（社外取締役を含む。ただし、指名委員会等設置会社の取締役は除く。） 

ウ 指名委員会等設置会社における執行役又は代表執行役 

エ 法人格のある各種組合の理事等 

オ その他、名称が異なってもアからエのいずれかの職務権限等に該当する者 

※ その他「資本関係・人的関係にある会社等」についてはさいたま市ホームページを参照して

ください。 

「トップページ」＞「事業者向けの情報」＞「届出・手続き」＞「入札・契約」＞「お知ら

せ」＞「契約課からのお知らせ（平成30年2月～令和4年3月）」＞「建設工事等の入札制度

について（平成30年2月～令和4年3月）」＞「【お知らせ】資本関係又は人的関係のある複数

の者の同一入札への参加制限の運用見直しについて（令和２年５月１日更新） 

https://www.city.saitama.lg.jp/005/001/017/001/p095724.html 
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第４章 業種・業務分類表                   

 

 

 

 

 

 

 

１「建 設 工 事」業種分類表 

 

２「設計・調査・測量」業務分類表 

 

３「土木施設維持管理」業務分類表 
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第５章 新型コロナウイルス感染症の影響による特例について                    

 

１ 国税の納税証明書について 

【法人の場合】：「法人税」及び「消費税及地方消費税」の納税証明書（その３の３） 

【個人の場合】：「申告所得税及復興特別所得税」及び「消費税及地方消費税」の納税証明書（その

３の２） 

新型コロナウイルス感染症等の影響による猶予制度の適用を受けていて上記証明書が税務署で発

行されない場合は、ア～ウいずれかの書類を提出してください。 

①上記の税目について納税の猶予の特例（特例猶予）を受けている場合 

ア 納税の猶予許可通知書の写し 

イ 猶予制度の適用を受けていることがわかる「納税証明書（その１）」（写し可） 

②特例猶予によらない猶予を受けている場合 

ウ 換価・納税の猶予許可通知書の写し及び猶予申請書（事由として新型コロナウイルスについ

て記載があり、収受印のあるもの）の写し 

 

※ 上記の猶予制度等については、税務署にお問合せください。 

 

２ 市税の納税証明書について 

新型コロナウイルス感染症等の影響により市税の徴収を猶予されている場合は、徴収(換価の)猶

予承認通知書の写しとその申請書（事由として新型コロナウイルスの記載があり、収受印のあるも

の）の写しを提出してください。 

 

３ 社会保険等の加入確認資料の写しについて 

新型コロナウイルス感染症の影響等により猶予制度を受けていて、申請の手引１ページの２⑵ウ

に掲載している社会保険等の加入確認資料が提出できない場合は、次の書類を提出してください。 
⑴ 健康保険、厚生年金保険 

年金事務所が発行した納付の猶予（特例）許可通知書 
⑵ 雇用保険 

ハローワークが発行した納付の猶予（特例）許可通知書 
 

※ ⑴、⑵の書類については、新型コロナウイルス感染症等の影響による猶予制度を受けているこ

とがわかるものを提出してください。 
※ 新型コロナウイルス感染症等の影響による猶予制度については、年金事務所、ハローワークに

お問合せください。 
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